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# 0.4 , 0.75 #
t
t d









Py = 2vdy$t d (x+t/2+hd) (1.4)
ただし，上式において，











































































































































hd$t d$vdy+2 (4t+t d) tvcy (1.6b)
ここで，vcyはvdyより大きいときvcy=vdyとし，Yは SS400，SM400で 0.59，SM490で 0.66
とする．
(I) i# 3 c0 のとき，(1.6a)，(1.6b)式のうち，大きい方の値による．




# 50 , 0.75 #
t
t d

























































































的には，鋼管外径を D，鋼管板厚を t，外ダイアフラムせいを hd，外ダイアフラム板厚を td，水平ハ
ンチ角度を iとした場合に，17 # D/t # 67，hd/D # 0.4，0.75 # t d/t # 2.0，i# 30cという制限
が設けられている．また，文献 2.5)，2.6)では，図 2.1(b)の形状を対象として，塑性解析を行っており，


































































mu = ma1+ma2X+ma3Y  (2.1a)
mv = ma4+ma5X+ma6Y  (2.1b)
図 2.2　塑性解析モデル
－ 11 －
3つの節点番号を j，k，l（反時計回りに j，k，l）とし，各節点座標を Xj，Yjなどで表し，各節点変
位を uj，vjなどで表すと，ma1，．．．，ma6は次式で表される．
ma1 = 2mA
(XkYl-XlYk) u j+(XlY j-X j Yl) uk+(X j Yk-XkY j) ul
 (2.2a)
ma2 = 2mA
(Yk-Yl) u j+(Yl-Y j) uk+(Y j-Yk) ul
 (2.2b)
ma3 = 2mA
(Xl-Xk) u j+(X j-Xl) uk+(Xk-X j) ul
 (2.2c)
ma4 = 2mA
(XkYl-XlYk) v j+(XlY j-X j Yl) vk+(X j Yk-XkY j) vl
 (2.2d)
ma5 = 2mA
(Yk-Yl) v j+(Yl-Y j) vk+(Y j-Yk) vl
 (2.2e)
ma6 = 2mA






2mu   ,  mfY = 2Y

























































2 = 0 (2.5)
mfX = m (2mvX -mvY) (2.6a)
mfY = m (-mvX +2mvY) (2.6b)








　まず，図 2.3に示すように各領域の節点番号を 1～ 5とする．このとき，各節点座標および節点変
位を以下のように設定する．
X1 = X3 = 0 , X 2 = X5 = a , X 4 = ld sin{ (2.8a)，(2.8b)，(2.8c)
Y1 =-(x+ 2
t
) , Y 2 =-b , Y3 = 0 (2.8d)，(2.8e)，(2.8f)
Y 4 = ld cos{ , Y5 =-c (2.8g)，(2.8h)
u1 = u 2 = d , u3 = u 4 = 0 , u5 = p1d (2.8i)，(2.8j)，(2.8k)









(1)  領域 I の応力仕事
　(2.2)，(2.4)，(2.8)式より領域 Iの歪を，(2.5)，(2.6)式より領域 Iの応力を求め，それらを (2.7)式
に代入することにより，領域 Iの応力仕事 IWdは次式で得られる．







a 2* 4 $t dvdyd (2.10)
ここで，td：外ダイアフラムの板厚である．
(2)  領域 II の応力仕事
　領域 Iの場合と同様の手続を行うことにより，領域 IIの応力仕事 IIWdは次式で得られる．









(3)  領域 III の応力仕事







































Win = IWd+IIWd+Wc (2.13)
外力 Pに対する外力仕事はWex=Pdとなるので，仮想仕事の原理より外ダイアフラム形式柱梁接合
部の崩壊荷重 Ppは次式で得られる．




















t 2vcy {t d+2s+(D-t) /l}
= 0 (2.16a)
2 (r+4l logel) x-(D-t)r = 0 (2.16b)
{ = arctan (4 tani) (2.16c)























































2+r* 4$t 2vcu (2.18)
ただし，上式において，




4 (x *) 2















jP y = 2t dvdy ( lx +tcf /2+hd) (2.20)
ただし，上式における x'には次の近似式が与えられている．なお，文献 2.6)では鋼管フランジ降伏領
域を表す記号として xを用いているが，本論では図 2.3や図 2.4の xと区別するために x'で表す．
－ 15 －




































































(a)  角形鋼管フランジの面外崩壊機構 (b)  外ダイアフラムの崩壊機構
－ 16 －
　降伏領域 2(x+t/2)で負担する X方向応力を塑性解析より得られる領域 I（図 2.6参照）の X方向
応力 IvXとすると，降伏領域 2(x+t/2)で負担する X方向応力の総和 Pfyは次式で与えられる．
P fy = 2IvX (x+t/2) t d (2.22)
ただし，上式において，
IvX = 2vdy 3 1+ 4 (x+t/2-b) 2
a 2) 3  (2.23)
外ダイアフラムの領域 IIから角形鋼管ウェブへ伝達される X方向応力 svX（図 2.6参照）は，塑性解
析より得られる領域 IIの X方向応力 IIvXと面内せん断応力 IIxXYを用いて次式で与える．
















であり，これらは (2.4a)～ (2.4c)，(2.6a)～ (2.6c)式より求められる．なお，(2.25a)，(2.25b)式の 2
つめの等号において (2.16c)式を適用した．
したがって，角形鋼管ウェブで負担する X方向応力の総和 Psyは次式で与えられる．






3 {1 + a2 /4 (x + t/2 - b)2 }
4 (x + t/2)
+
3 (1 + 4 tan2i)









$ t dvdy (2.27)
2. 4　設計用の最大耐力算定法
　文献 2.2)では，梁端接合部の設計条件として次式が与えられている．







最大耐力 Puは vdyを vduに置き換えて次式で与える．
Pu=
3 {1 + a2 /4 (x *+ t/2 - b)2 }
4 (x *+ t/2)
+
3 (1 + 4 tan2i)




























































　(2.27)式の xに (2.30)式を，(2.29)式の x *に (2.31)式を代入して，降伏耐力と最大耐力の近似式
Py,ap，Pu,apを次式で与える．
Py,ap=




3 (1 + 4 tan2i)









$ t dvdy (2.32)
Pu,ap=
3 {1 + a2 /4 (xap




3 (1 + 4 tan2i)














値を仮定しなければならない．付 2.2より，lは鋼管幅厚比 D/tと梁フランジ幅 Bfの違いに対して大
きく変動する．以下では，降伏耐力と最大耐力の精算値と近似値を，D/tおよび Bf/Dとの関係を用
いて比較検討する．
　耐力 p－鋼管幅厚比 D/t関係の計算例を図 2.7に示す．ただし，pは各耐力算定値（Pyまたは Pu）












































































(a) a/D=0.5, D/td=20, Bf/D=0.5
(c) a/D=0.5, D/td=20, Bf/D=0.75
(e) a/D=0.75, D/td=20, Bf/D=0.5
(g) a/D=0.75, D/td=20, Bf/D=0.75
(d) a/D=0.5, D/td=30, Bf/D=0.75
(b) a/D=0.5, D/td=30, Bf/D=0.5
(h) a/D=0.75, D/td=30, Bf/D=0.75
























































(a) a/D=0.5 , hd/D=0.1
D/td=20 , D/t=20
(d) a/D=0.5 , hd/D=0.1
D/td=30 , D/t=30
(e) a/D=0.75 , hd/D=0.1
D/td=20 , D/t=20
(f) a/D=0.75 , hd/D=0.1
D/td=30 , D/t=20
(c) a/D=0.5 , hd/D=0.1
D/td=20 , D/t=30













































(h) a/D=0.75 , hd/D=0.1
D/td=30 , D/t=30
(g) a/D=0.75 , hd/D=0.1
D/td=20 , D/t=30
(l) a/D=0.75 , hd/D=0.2
D/td=30 , D/t=30
(k) a/D=0.75 , hd/D=0.2
D/td=20 , D/t=30
(i) a/D=0.75 , hd/D=0.2
D/td=20 , D/t=20















　次に耐力 p－梁フランジ幅 Bf/D関係の計算例を図 2.8に示す．凡例は図中に示すとおりである．
降伏耐力の精算値は，l=1.0による近似値とよく一致している．最大耐力に関しては，Bf/Dが小さ




















　sの必要値 sreqは，qswu $ pswuかつ qswu $ p fwuを満足する sとして次式で与えられる．









2 {a 2+4 (x *+t/2-b) 2}





























* l d t d
 (2.36a)
p fwu= t d ( IvX
* )2+ ( IxXY
* )2  (2.36b)
ただし，上式において， IvX
* ：最大耐力時における領域 Iの X方向応力（(2.37a)式）， IxXY
* ：面内せ
ん断応力（(2.37b)式）， svX
* ：(2.24)式に含まれる vdyを vduに置き換えて得られるものである．
IvX
* = 2vdu 3 1 +
4 (x *+ t/2 - b)2
a2* 4  (2.37a)
IxXY
* =-








　図 2.10に試験体，表 2.1に試験体一覧，表 2.2に鋼材の機械的性質，表 2.3に溶接金属の機械的性
質を示す．試験体数は 10体で，実験変数は鋼管板厚 t，外ダイアフラムせい hd，外ダイアフラムの板











































板厚 降伏点 引張強さ 破断伸び
mm N/mm2 N/mm2 %
SM490A 12 363 516 27
SS400 28 258 425 33
BCR295
6 374 454 37
9 400 469 36
12 383 441 39
表 2.3　溶接金属の機械的性質
ワイヤ
脚長 降伏点 引張強さ 破断伸び
mm N/mm2 N/mm2 %
D4301 5 496 557 -
YGW11 16 542 616 -
YGW18 9 481 579 29
　No.1，5～ 10試験体の溶接脚長を外ダイアフラム板厚の 0.7倍にあたる 9mmとした．No.2試験体
は，側面隅肉溶接部と前面隅肉溶接部が破断することを想定したものであり，溶接脚長を 5mm，外
ダイアフラムせいを 75mmとした．No.3試験体は，前面隅肉溶接部が破断することを想定したもの
であり，溶接脚長を 5mmとした．また No.4試験体は外ダイアフラムの板厚が 28mmなので，溶接
方法を図 2.11に示す異形隅肉溶接とし，等脚隅肉溶接の脚長が外ダイアフラム板厚の 0.7倍である場
合の有効のど厚と等しくなるように溶接脚長を設定した．No.4試験体の積層要領は図 2.11のとおり 3
層 4パスであり，それ以外は 1層 1パスとした．外ダイアフラムと角形鋼管柱の溶接は，表 2.1の溶
接脚長を目標に同一の溶接工によって施工された．その結果，No.1，5～ 10試験体の溶接脚長の平均
値は 10.3mm，No.2，3試験体では 6.1mm，No.4試験体では 15.8mmであった．すべての試験体の側
表 2.1　試験体一覧
試験体
角形鋼管柱 外ダイアフラム *1 溶接部 *2
梁フランジ幅
幅×板厚 せい 板厚 出寸法 水平ハンチ角度 脚長
D× t hd (hd/D) td (td/t) a (a/D) i s Bf










No.2 75 (0.3) 175 (0.7)
5
No.3






No.6 50 (0.2) 125 (0.5)






12 (2.0) 75 (0.3) 45
No.10 150
*1：外ダイアフラムの鋼種は No.4のみ SS400，その他は SM490A



















































　図 2.13に荷重 P－鋼管局部変形 u関係を設計用最大耐力レベルまで，図 2.14に荷重 P－鋼管局部

































































図 2.13　荷重 P－鋼管局部変形 u関係（設計用最大耐力レベルまで）
(a)  tdの影響 (b)  tの影響 (c)  i，aの影響




図 2.13より expPy,(1/3)，expPy,(0.15%)のときの鋼管局部変形 uは試験体によらず 0.5～ 1mm程度であり，
鋼管板厚に対して 5～ 10%程度である．calPpのときの鋼管局部変形 uは 1～ 3mm程度であり（ただし，
No.2，3試験体を除く），鋼管局部変形 uが急激に進展しはじめる付近の耐力を捉えている．expPuの
ときに関しては，No.2，3試験体が他の試験体に比べて著しく鋼管局部変形 uが小さいこと，No.8試
験体の鋼管局部変形 uが No.5試験体に比べて著しく大きいことが挙げられる．また，いずれの P-u
関係についても expPy,(1/3)以降の耐力上昇は大きく，溶接部強度の小さい試験体（No.2，3），外ダイア




・ 鋼管が厚いほど（幅厚比 D/tが小さいほど）降伏耐力と最大耐力は増加する（図 2.13(b)，
2.14(b)）．






































図 2.14　荷重 P－鋼管局部変形 u関係（終局状態まで）
(a)  tdの影響 (b)  tの影響
(c)  i，aの影響 (d)  hd，aの影響






expPu calPy calPy,ap calPp calPu calPu,ap calPm
kN kN
1 490 581 1069 2.18 595 641 666 791 852 861
2 669 790 1021 1.53 - - - - - -
3 427 517 718 1.68 - - - - - -
4 753 954 1885 2.50 823 911 908 1186 1341 1314
5 398 470 849 2.13 460 521 527 613 695 698
6 538 619 1195 2.22 660 721 744 903 979 1010
7 646 760 1519 2.35 866 922 965 1197 1268 1327
8 445 554 1145 2.57 485 541 621 647 723 835
9 314 381 734 2.34 329 372 396 451 503 544
10 298 318 480 1.61 304 231 369 419 354 509
calPmexpPu
凡例














expPy,(1/3)より大きく，最大で 33%の差がある（No.7試験体）．calPy /expPy,(1/3)の平均値は 1.15，変動係
数は 0.087である．一方，calPyと expPy,(0.15%)はよく一致していて，calPy /expPy,(0.15%)の平均値は 0.97，変
動係数は 0.098である．同図に l=1.0による calPy,apと実験値の比較を●，■印で併記する．近似値と








　これを裏付ける一例として図 2.19を示す．図 2.19は鋼管幅厚比 D/tを変化させた No.1，5，9試験
体の荷重－変形関係であり，鋼管局部変形 u=2mmまで示されている．図中の点線は，鋼管フランジ




No.1 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9 No.10
calP y, ap/expP y, (0.15%)
calP y/expP y, (0.15%)calP y/expP y, (1/3)




No.1 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9 No.10









No.1 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9 No.10
calPm /expPu











図 2.20を示す．図 2.20は No.1，5，9試験体の外ダイアフラムに貼付した 1軸ゲージより得られた
歪分布である．○印は expPy,(1/3) /2のときを，◆印は expPy,(1/3)のときをあらわしている．グレーのハッ






























：(2.16a,b)式から得られる x+t/2expP y, (1/3)expP y, (1/3)/2
0 0.5 0 0.5 0 0.5
図 2.19　荷重－変形関係
(a)  No.1 (c)  No.9(b)  No.5
図 2.20　外ダイアフラムの歪分布
(a)  No.1 (c)  No.9(b)  No.5
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した場合，設計用最大耐力時の梁端回転角はおよそ 1/100rad程度であり，それほど過大な変形では









の No.9と No.10の荷重－変形関係を比較すると，No.10の 2次剛性が著しく小さいのは，この亀裂
の進展に起因しているためである．
(3)  既往の実験値との比較
　文献 2.11)には expPy,(1/3)の結果が記載されているので，expPy,(1/3)と calPyの比較結果を図 2.21に示す．
calPy/expPy,(1/3)の平均値は 1.10，変動係数は 0.083であり，両者は精度よく一致している．近似値と精
算値の比は 0.95～ 1.08を示し，よく一致している．








に対する実測値の比 sexp /sreqを表 2.5に示す．sexp /sreqが 1より小さい試験体にはハッチをかけている．
これらの試験体（No.2，3）は隅肉溶接部の破断で終局に到った（次節参照）．表 2.5の ( )内の数値は，
l *=1.0として得られる (2.31)式を (2.35)式の x *に適用した結果である．この結果から，No.1,4試験










1 2 3 4 5 6 7 8 9
計算値／実験値
試験体番号
図 2.15　降伏耐力計算値と実験値 2.11)の比較 図 2.17　設計用最大耐力計算値と
最大耐力実験値 2.11)の比較
calP y/expP y, (1/3) calP y, ap/expP y, (1/3) calPu/expPu calPu, ap/expPu
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表 2.5　溶接脚長の必要値 sreq，実測値 sexp，sexp /sreq
試験体
sreq sexp sexp /sreq
mm mm
No.1 10.2 (10.5) 10.3 1.01 (0.98)
No.2 9.5 (9.9) 5.5 0.58 (0.56)
No.3 11.1 (11.7) 6.6 0.59 (0.56)
No.4 15.0 (15.9) 15.8 1.05 (0.99)
No.5 9.0 (9.6) 10.5 1.17 (1.09)
No.6 8.3 (8.8) 10.7 1.29 (1.22)
No.7 8.0 (8.3) 11.0 1.38 (1.33)
No.8 8.5 (8.9) 9.9 1.16 (1.11)
No.9 7.7 (8.1) 9.9 1.29 (1.22)
No.10 7.1 (6.9) 9.9 1.39 (1.43)
図 2.23　終局状態と崩壊機構の比較




















































[8] 隅肉溶接部の必要脚長に対する検討：(2.35)式を適用する．ただし，(2.35)式の x *には (2.31)
式および l*=1.0を適用する．
－ 32 －
付 2. 1　崩壊機構の領域 III の応力仕事 IIIWd について






$ (a-ld sin{) t dvdyd (A2.1a)
=
lD1p1
2+ lD 2p1+ lD3
2 ( lE1p1
2+ lE 2p1+ lE3)






D 2 =-(54C1+27C 2)p2-36C1C 2-162 (A2.2b)
















E 2 =-(5C1+2C 2-4)p2-8C1C 2+2C1-12 (A2.2h)












C1 = a-ld sin{
b+ld cos{
 (A2.2m)

















2+(4D3E1+D 2E 2-2D1E3)p1+2D3E 2-D 2E3 = 0 (A2.5a)
2 lD1 lE1p2
3+3 lD 2 lE1p2
2+(4 lD3 lE1+ lD 2 lE 2-2 lD1 lE3)p2+2 lD3 lE 2- lD 2 lE3 = 0 (A2.5b)
(A2.5a)，(A2.5b)式より得られる p 1，p 2と (2.16a)～ (2.16c)式より得られる x，l，{を (2.14)式に
代入して，最終的な崩壊荷重の数式表現が得られるが，(A2.5a)，(A2.5b)式より p 1，p 2を得ること
は非常に困難である．一方本文で述べたように，図 2.3より領域 IIIは 3辺のうち 2辺の変形拘束が
－ 33 －
0であるため，IIIWdの最小値は非常に小さいものと考えられる．そこで IIIWdがWinに占める割合の




付 2. 2　l-D/t 関係
　図A2.2に l-D/t関係の計算例を示す．図A2.2より以下のことが確認できる．
・ 外ダイアフラムの降伏点の違いによる lの差異は小さい（例えば図A2.2(a)と (e)）．
・ 鋼管幅厚比 D/tの違いによる lの差が顕著である．




付 2. 3　x, x* の近似式の誘導












































































× (x/D)4に注目し，この平方根が x/Dに関して 3次であることを考慮して (A2.7)式を 3次方程式に





0.5 1.0 1.5 2.0 2.5
IIIWd/Win [%]
i = 3 c0




































































































































さらに，(A2.9)式右辺の第 1項 B1+ B 2^ h 31と第 2項 B1- B 2^ h 31を次式で近似する．




















































bd n3* 4 3
1





, B 0^ h 31
 (A2.11a)












































・ D/t：幅厚比種別 FAランクを想定し，解析範囲を D/t=15～ 35とする．
・ Bf/D：一般的な柱幅と梁幅の比は 0.5程度であり，大きくても 1以下となる．本論では，
0.4 # B f /D # 1.0を解析範囲とする．
・ hd/D：隅柱や側柱の場合には，外壁の取り付きなどの制約上 hdは制限される．この限界を
hd=50mmとすると，hd /D # 0.25の範囲の検討で十分である（D $ 200mm の場合）．本論
では，hd/D=0.1，0.2をパラメータとする．





2 (a - hd )
D - Bd+ 2hd
 (A2.14)
 iは 45°以下であるのでtani # 1，すなわち，










































































































(c)	側柱の　 方向の応力状態 (d)	側柱の　 方向の応力状態と



























































　外ダイアフラム形式柱梁接合部に仮定する崩壊機構を図 3.5に示す．図 3.5(a)の崩壊機構 1が




　崩壊機構 1の各部の応力仕事は，既に 2.2.3項で導出している．ここでは，崩壊機構 2の領域 IIと
II'の応力仕事のみ示す．崩壊機構 2の領域 IIの応力仕事 IIWd,(2)は次式で表される．




tan2{e o $t dvdyd	 (3.1)
－	40	－
崩壊機構 2の領域 II'の応力仕事 II'Wd,(2)は次式で表される．




tan2 u{e o $t dvdyd	 (3.2)
崩壊機構 2の領域 IIIと III'の応力仕事は，付 2.1の検討結果より無視する．
3. 2. 4　崩壊荷重
　崩壊機構 1より得られる崩壊荷重 Pp,(1)は次式で与えられる．なお，Pp,(1)は (2.17)式と同一である．

























2+r* 4$t 2vcy	 (3.3)
崩壊機構 2より得られる崩壊荷重 Pp,(2)は次式で与えられる．




























2+r* 4$t 2vcy	 (3.4)
ただし，上式において，




t 2vcy {t d+2s+(D-t) /l}
= 0	 (3.5a)
2 (r+4l logel) x-(D-t)r= 0	 (3.5b)







































































(a)		崩壊機構 1（h'd>hd） (b)		崩壊機構 2（h'd<hd）
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3. 2. 5　最大耐力
























































2+r* 4$t 2vcu	 (3.7)
ただし，上式において，




4 (x *) 2




*) x *-(D-t)r= 0	 (3.8b)
3. 2. 6　降伏耐力
　本章でも 2.3.2項と同様の手法により降伏耐力算定式を与えることとし，次のように仮定する．
・	 図 3.6に示す境界線①③④における外ダイアフラムの X方向応力の総和で降伏耐力を評価し，
角形鋼管フランジの中心付近（D-2x-t）で応力は伝達されない．
(1)  崩壊機構 1









































































(a)		崩壊機構 1の場合（h'd>hd） (b)		崩壊機構 2の場合（h'd<hd）
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P y, (1) =




4 (1+tani)hd> H$t dvdy	 (3.9)
ただし，上式は h'd>hdの場合に適用される．
(2)  崩壊機構 2 







2 (1+tan ui) lhd* 4$t dvdy	 (3.10)
領域 Iを介して鋼管フランジに伝達される X方向応力の総和は，(2.22)式で表されるので，崩壊機構
2に対する降伏耐力 Py,(2)は (3.10)，(2.22)式の和で与えられる．すなわち，
P y, (2) =











　2.4節と同様に，3.2.6項で誘導した降伏耐力算定法を準用して，(3.9)，(3.11)式の v dyを v duに置
き換えて設計用最大耐力 Pu,(1)，Pu,(2)とする．すなわち，
Pu, (1) =




4 (1+tani)hd> H$t dvdu	 (h'd>hd)			(3.12)
Pu, (2) =







2 (1+tan ui) lhd> H$t dvdu
	 (h'd<hd)			(3.13)
3. 2. 8　耐力式の解析上の処理





しかなり得ないことになる．以上より，i# 1 c4 ， ui# 1 c4 の場合は，{= 4 c5 （i= 1 c4 ）,	 u{= 4 c5 （
ui= 1 c4 ）と考える．
－	43	－
3. 2. 9　降伏耐力および設計用最大耐力の近似算定式
(1)  h'd>hd の場合
　2.5節で中柱を対象として誘導した x，x *の近似式 xap，xap
* は外柱に対しての同様に適用できる．し
たがって，降伏耐力 Py,(1)の近似算定式 Py,(1)ap，設計用最大耐力 Pu,(1)の近似算定式 Pu,(1)apは次式で与
えられる．
P y, (1)ap =





4 (1+tani)hd> H$t dvdy	 (h'd>hd)			(3.14)
Pu, (1)ap =






4 (1+tani)hd> H$t dvdu	 (h'd>hd)			(3.15)
(2)  h'd<hd の場合
　領域 Iについては，3.2.9項の (1)と同様に中柱を対象として誘導した x，x *の近似式 xap，xap
* が適
用できる．h'd<hdの場合，(3.11)式の領域 II'に関する項（[	 ]内の第 3項）は領域 IIに関する項（[	
]内の第 2項）よりも小さい．h'dの許容値は 35～ 40mm程度（通しダイアフラムの場合，出寸法を
35mm前後にすることが多い）であることから鋼管幅 D=400～ 500mm程度を想定した場合，h'd/D
は高々 0.1程度までを考えればよい．また，梁降伏先行型の接合部を実現するためには，hd/Dは少な
くとも 0.2～ 0.25程度必要となる．したがって，(3.11)式の領域 II'に関する項は領域 IIに関する項
の半分以下になることが多いと考えられる．(3.11)式の領域 Iに関する項（[	 ]内の第 1項）も耐力に




　まず (3.11)式の [	]内の第 3項を u{を用いて表す．すなわち，
3 (1+4tan2 ui)
2 (1+tan ui) lhd
"
3 (1+tan ui$tan u{)
2 (1+tan ui) 1+(tan2 u{) /4
$ lhd 	 (3.16)
上式の簡略化を考えた場合， u{= 4 c5 として次式で表すことが考えられる．
i= 1 c4




i < 1 c4
i= 1 c4






境界線　　の角度は　  未満にはなり得ない．43 4 c5
i < 1 c4
図 3.7　領域 II，II'の境界線③④の角度の下限値
－	44	－
3 (1+tan ui$tan u{)






$ lhd , 1.3 lhd 	 (3.17)
塑性解析より求めた u{の精算値はarctan (4 tan ui)で表されるが，このときの耐力算定値（(3.11)式）と
(3.11)式の [	]内の第 3項に (3.17)式を用いた耐力算定値P y, (2) u{=4 c5を比較して，その差が小さければ
u{= 4 c5 としても実用上問題はないと考えられる．そこで， uiを変化させたときのP y, (2) u{=4 c5と (3.11)
式の比（P y, (2) u{=4 c5 P y, (2)）の計算例を図 3.8に示す．凡例は図中に示す通りである．また，図 3.8(a)
には (3.17)式と (3.16)式左辺の比も併記している．図 3.8(a)より，(3.11)式の [	 ]内第 3項の誤差が





P y, (2)ap =






+1.3 lhd> H$t dvdy 	 (3.18)
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+1.3 lhd> H$t dvdu	 (3.19)
3. 2. 10　隅肉溶接部の設計式
　中柱の場合と異なる点は，外壁側の鋼管ウェブと外ダイアフラムの溶接部に伝達される単位長さあ
たりの力 p'swu（図 3.10）が，溶接部の単位長さあたりの最大耐力 qswuより小さくなるという条件が加
わることである．しかしながら，鋼管ウェブと外ダイアフラムの溶接部において，外壁側と直交梁が
取り付く側で溶接脚長は通常区別しないと考えられること，かつ外壁側の溶接部へ伝達される応力は













2 {a 2+4 (x *+t/2-b) 2}
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i [deg]







































　図 3.11に試験体形状，表 3.1に試験体一覧，表 3.2に鋼材の機械的性質を示す．試験体数は 7体であり，
基本試験体を No.1とする．すべての試験体の共通因子は，角形鋼管柱 (D=250mm，長さ 600mm，
BCR295)，外ダイアフラム (td=12mm，SN400B)である（ただし，記号はすべて図 3.3(e)，図 3.4を参照）．
実験変数は，外ダイアフラムの出寸法 a，外ダイアフラムせい hd，外壁側の外ダイアフラムせい lh d，
外ダイアフラムの端部幅 Bd，鋼管板厚 t，対象とする柱（外柱・中柱）である．No.1～ 5試験体は図 3.5(a)














D t td a hd h'd i Bd s Bf


















































































板厚 降伏点 引張強さ 破断伸び
mm N/mm2 N/mm2 %
外ダイア
フラム
SN400B 11.7 272 432 31
SN400B*1 12.0 278 414 32
角形鋼管
BCR295 8.93 368 457 41
BCR295*2 8.98 391 447 41






　図 3.13，3.14に荷重 P－鋼管面外変形 u関係を示す．図 3.13は P－ u関係を u=1mmまでを拡
大したものを，図 3.14は荷重が低下し始めるまでの P－ u関係を示している．各図の縦軸は荷重 P，
横軸は uである．各 P－ u関係には，降伏耐力実験値 expPy,(1/3)を○印で，降伏耐力計算値 calPyを●
印で，最大耐力実験値 expPuを◇印で，設計用最大耐力計算値 calPuを◆印でプロットしている．ここで，
expPy,(1/3)は接合部の荷重－変形関係における接線剛性が初期剛性の 1/3となるときの荷重と定義して
いる．expPy,(1/3)時における uの試験体によるバラツキは小さく 0.34～ 0.48mmであり，鋼管板厚に対
して 3～ 4%程度である．この傾向は中柱を対象としたときと同様である（2.7.2項を参照）．calPu時






壁側の外ダイアフラムせい lh dの違いを比較しているが，No.1試験体と No.6試験体の間に明瞭な差は
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図 3.13　荷重 P－鋼管面外変形 u関係（u=1mmまで）
(a)		a	,	hd	,	Bdの影響 (b)		t (D/t)の影響
(c)		 lh d の影響 (d)		対象とする柱 (外柱・中柱 )の影響
図 3.14　荷重 P－鋼管面外変形 u関係
(a)		a	,	hd	,	Bdの影響 (b)		t (D/t)の影響













expPuに対する計算値 calPuの比を，横軸は試験体番号を表している．図中の◇印は calPuの算定に (3.12)，












expPu calPy calPy,ap calPp calPu calPu,ap calPm
kN kN
No.1 353 449 1060 3.00 358 356 524 514 509 783
No.2 333 391 861 2.59 346 330 425 487 456 624
No.3 404 491 1098 2.72 499 493 594 738 736 894
No.4 391 502 1195 3.06 395 434 564 572 633 840
No.5 654 757 1369 2.09 663 647 822 977 986 1237
No.6 358 438 1068 2.98 345 343 534 464 457 789




No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7




No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7
calPu/expPu calPu, ap/expPu













































　図 3.18に No.1，6，7試験体の荷重 P-荷重方向歪 f関係を示す．図 3.18(b)～ (e)より，400kN
程度まで各試験体の歪挙動はほぼ一致している．歪ゲージ i4～ i6，o4～ o6は 300～ 400kNの範囲
で P-f関係の接線剛性が緩やかになるが，これは降伏耐力実験値とよく対応する結果となっている．
これ以降，外柱である No.1と No.6の鋼管角部近傍の歪挙動は，外側（o4～ o6）と内側（i4～ i6）
の間に差が生じる．外壁側の外ダイアフラムせい h'dが小さい No.6試験体は，特にその差が大きく，

























































図 3.18　荷重 P-荷重方向歪 f関係
(a)		歪ゲージ c (b)		歪ゲージ i2，o2 (c)		歪ゲージ i4，o4
(d)		歪ゲージ i5，o5 (e)		歪ゲージ i6，o6


















































































管□-300× t，外ダイアフラム板厚 td=15mm，出寸法 a=225mm，偏心側の外ダイアフラムせい
hdo=30mm，反偏心側の外ダイアフラムせい hdi=75mmの解析モデルに対して単純引張形式の載荷を
行った．解析モデルにはソリッド要素を用いており，モデルの対称性を考慮して 1/4モデルとした．
　角形鋼管柱の幅厚比は，D/t=20，40の 2種類，梁の偏心量 e (e/D)=0 (0.0)，25 (0.083)，50 (0.167)，






















































　荷重 Pと鋼管面外変形 uの関係を図 4.4に示す．鋼管面外変形 uは，梁芯と鋼管壁の内表面との交
点（例えば，図 4.3(a)，(d)の●印）における X方向変位を表す．図中の○印および▽印は，P-u関
係における接線剛性が初期剛性の 1/3になったときの降伏耐力 FEMPy,(1/3)および 0.15%オフセット値
により求めた降伏耐力 FEMPy,(0.15%)である．ここで，0.15%は梁せいを鋼管幅の 1.5倍としたときに鋼
























u [mm]FEM P y, (1/3)














(b)  幅厚比 40















(b)  幅厚比 40(a)  幅厚比 20
図 4.5　降伏耐力と偏心量の関係
calP y
FEM P y, (1/3)
FEM P y, (0.15%)
calP y
FEM P y, (1/3)




　図 4.5に降伏耐力と偏心量の関係を示す．横軸の偏心量 eは鋼管幅 Dで無次元化した偏心率 e/Dで
表記している．降伏耐力の解析値 FEMPy,(1/3)と FEMPy,(0.15%)は，幅厚比によらず偏心率 e/Dの増加に伴っ
て線形的に減少することが確認できる．
　図 4.6，4.7に外ダイアフラムの鋼管壁近傍（図 4.3(a)，(d)に示す断面A）の荷重方向応力分布を




































































































































(a)  E20-0 (b)  E20-25






















































(a)  E20-0 (b)  E20-25
























































































































































(a)  幅厚比 20，FEMPy,(1/3)時 (b)  幅厚比 20，FEMPy,(0.15%)時




























び (2)は，図 3.5で示した崩壊機構 1および 2に対応している．
P yo, (1) =




2 (a tanio-co)> H$t dvdy (4.1)
P yo, (2) =





















































P yi e= 0 =




2 (1+tanii) hdi> H$t dvdy  (4.5)
　知見 3)より偏心の影響を受けるのは反偏心側の応力伝達であること，図 4.5の解析結果より偏心梁
付き外ダイアフラムの耐力は偏心量の増加にしたがって線形的に減少することから，本節では，偏心
による低減係数を偏心率の 1次式として (4.5)式に乗じることを考える．1次式であるから，ある 2つ
の偏心率に対する低減率を仮定すればよい．ここでは，以下の 2つのケースを考える．









re$P yi e= 0 = 1-2$ D
ee o $




2 (1+tanii) hdi> H$t dvdy (4.7)
　偏心梁付き外ダイアフラムの降伏耐力 Py, (1)，Py, (2)は，(4.1)式あるいは (4.2)式と (4.7)式の和によ
り次式で与えられる．
P y, (1) = P yo, (1)+re$P yi e= 0 (4.8)
P y, (2) = P yo, (2)+re$P yi e= 0 (4.9)
4. 3. 2　設計用最大耐力
　3.2.7項と同様に，前項で誘導した降伏耐力算定法を準用して，(4.8)，(4.9)式に含まれる vdyを vdu
に置き換えて設計用最大耐力 Pu, (1)，Pu, (2)とする．
Pu, (1) = Puo, (1)+re$Pui e= 0 (4.10)








2 (a tanio-co)> H$t dvdu (4.12)
Puo, (2) =




2 (1+tan uio) hdo> H$t dvdu (4.13)
Pui e= 0 =









P y, (1)ap = P yo, (1)ap+re$P yi, ap e= 0 (4.15)
P y, (2)ap = P yo, (2)ap+re$P yi, ap e= 0 (4.16)
ただし，上式において，
P yo, (1)ap =





2 (a tanio-co)> H$t dvdy (4.19)
P yo, (2)ap =
3 {1+a 2/4 (xap+t/2-b)
2}
2 (xap+t/2)
+1.3hdo> H$t dvdy (4.20)
P yi, ap e= 0 =


























Pu, (1)ap = Puo, (1)ap+re$Pui, ap e= 0 (4.23)
Pu, (2)ap = Puo, (2)ap+re$Pui, ap e= 0 (4.24)
ただし，上式において，
Puo, (1)ap =






2 (a tanio-co)> H$t dvdu (4.25)
Puo, (2)ap =




+1.3hdo> H$t dvdu (4.26)
Pui, ap e= 0 =
























































　解析結果を図 A4.4に示す．ここで，図の縦軸は引張荷重 P，横軸は鋼管面外変形 uである．uは













































































　外ダイアフラムと角形鋼管柱の従来の接合形式は，図 5.2に示す 2種類に大別される 5.1)．図 5.2(a)は，
4枚の鋼板を角形鋼管柱に溶接する形式であり，鋼板同士は角形鋼管柱の 45°方向で突合せ溶接され
る．そのため，応力集中箇所となる角形鋼管角部近傍に溶接部が存在することになり，溶接部での早























































































手順 1：図 5.4に示す崩壊機構（外ダイアフラム：節点①～④により三角形領域 I，IIに分割し，各領
域が一様歪状態で降伏しているものと仮定，鋼管壁：面外崩壊機構 5.5)を仮定）に対する崩壊荷重を
求める．


























































































































2 {ed+(n-1) p} tani+Bd-g
- 1+3tan2i $d> H$t dvdu+Antvdu (5.5)
ここで，Antは引張降伏線の有効断面積であり，図 5.5に示すとおりである．
　破断機構 2に対する最大耐力は次式で表される 5.6)．
Pu2 = (Ant+0.5Ans)vdu (5.6)
ここで，Ansはせん断降伏線の有効断面積であり，図 5.5に示すとおりである．
ボルト孔径：d
















Ans =2 {(n -1)p +ed } t d
破断機構 3 :





Pu3 = 0.5Ansvdu (5.7)
　ボルトの破断による最大耐力は次式で表される 5.6)．















た試験体である（図 5.6(b)）．S1は D1と同形状であり，外ダイアフラムを 1枚板タイプ（図 5.2(b)）
表 5.2　鋼材の機械的性質
部位 鋼種
板厚 降伏点 引張強さ 破断伸び
適用試験体
mm N/mm2 N/mm2 %
外ダイアフラム
SN400B 12.0 278 414 32 D1, D2
SN400B 11.7 272 432 31 S1, S2
角形鋼管
BCR295 8.98 391 447 41 D1, D2





















D t td a hd i Bd tsp
mm mm mm mm mm deg mm mm
D1







































F14T M20 × 8
31c













































　図 5.8(a)に S1と S2の荷重 P－鋼管面外変形 u関係を，図 5.8(b)に D1，D2，S1の P－ u関係を
比較して示す．ここで縦軸の荷重 Pおよび横軸の鋼管面外変形 uは図 5.7に示す計測値を表す．図中
の○印は降伏耐力実験値 expPy（P－ u関係の接線剛性が初期剛性の 1/3となるときの耐力），◇印は
最大耐力実験値 expPu，●印は (5.1)式による降伏耐力計算値 calPy，◆印は (5.9)式による最大耐力計算
値 calPuである．
　図 5.8(a)より (5.1)式による降伏耐力計算値 calPyと実験値 expPyは良く一致している．最大耐力計
算値 calPuは 506kNであり，(5.9)式の Pu0で決まる．これは実験値 expPu（S1：954kN，S2：1106kN）

































































(b)  D1，D2および S1の比較
図 5.8　荷重 P－鋼管面外変形 u関係（実験変数の比較）
：外ダイアフラム－添板間初期すべり発生















－添板間ですべり（図 5.8(b)の▼印）が発生するまでは D1と同等の P－ u関係を示しているが，す
べり発生後は D1に比べて耐力が低く変形が大きい傾向を示している．
　外ダイアフラム－添板間における初期すべり発生時（以下，主すべり時）の荷重をすべり耐力とす
ると，すべり耐力実験値は，D1で 654kN，D2で 580kN，S1で 776kNであり，計算値 871kN（設計
用ボルト張力を 242kN，すべり係数を 0.45とした）の 67～ 90%を示した．すべり耐力実験値が計算






































　図 5.10に，D1のフランジ外添板において 2軸ゲージで測定した直交方向の応力分布 vY（（s1～
s5）を示す．○印が P=calPy，●印が P=calPuに対応する．図 5.10より，P=calPyでは第 2ボルト位
置で応力が最大になり，第 1ボルト位置付近で応力がゼロに近くなることがわかる．
　フランジ外添板の直交方向応力 vY! と荷重 Pの関係を D1について図 5.11に示す．ここで直交方
向応力 vY! は，応力分布 vYを図 5.10のグレーのハッチで仮定し，その総和により算定している．
D1の直交方向応力 vY! は，P=371kN（(5.1)式による降伏耐力計算値）で 52kN（○印），P=506kN（(5.9)
式による最大耐力計算値）で 84kN（●印）である．直交力の算定値 FY（算定方法については 5.5節
で述べる（(5.11)式））が 138kNであることから，降伏耐力計算値（(5.1)式）相当の荷重時において





































































































































FY = (IvY sina12+IxXY cosa12) t d l12
















































































































































鋼構造建築物を想定して表 5.3に示すパラメータに対して解析する．図 5.16に添板の必要板厚 tspと
鋼管幅厚比 D/t関係の計算例を示す．ただし，図の縦軸 tspは外ダイアフラムの板厚 tdで無次元化し
ている．各図のパラメータおよび凡例は図中に示すとおりである．lspは添板設置長さを表し，次式で
定義される．
l sp = (n-1) p+ed+e1 (5.18)
ここで，e1は添板のはしあきである．
　図 5.16より，鋼管幅厚比 D/tが小さくなるほど添板の必要板厚 tsp/tdは大きくなるが，D/t=15の












Bf=200～ 300mm，v bfy=v spyの範囲で計算するとt sp/tbf $ 0.58となる．外ダイアフラムを梁フラン
ジと同厚とした場合，t sp/t d $ 0.58となる．
　図 5.16の計算例より tsp/tdは高々 0.3程度であることから，梁フランジと添板の継手の設計により

























n=2, 3, 4 列
添板
wsp


















P ye o 2+ FY -cFwy-wpFwy_ i 2  (5.21)
ここで，nはボルト列数である（図 5.15参照）．
前節で明らかにしたように，直交力 FYの大部分は隅肉溶接部の抵抗 cFwy，wpFwyにより負担すること




































































図 5.17の縦軸は rPyであり，横軸は鋼管幅厚比 D/tである．各図のパラメータおよび凡例は図中に示
すとおりである．
























図 5.17　r Py -D/t関係
(a) hd/D=0.1, a/D=0.5
【凡例】　白抜き：Bf/D=0.5，黒塗り：Bf/D=0.75，　○　：td/t=1.0，　◇　：td/t=1.5，　▽　：td/t=2.0


































が提案されており，静的・動的載荷実験により 0.8～ 1.0程度のすべり係数が得られている．文献 6.2)
では，厚さ 0.1～ 8mmのアルミ箔あるいはアルミ板を母材－添板間に挟んだ高力ボルト接合部のす










































アーク溶射 電気 線状 やや高い 各種金属，非鉄金属 100℃程度 5～ 10% 金属 数mmまで
大気プラズマ溶射 電気 粉末 高い
各種セラミックス，
粉末金属，サーメット





































































6. 2. 1　実験計画（シリーズ I）
(1)  試験体形状




　試験体一覧を表 6.2に示す．試験体数は 40体であり，実験パラメータにより 15種類に分類され，
各試験体の個体数を 2～ 5体とした．採用した実験パラメータは以下のとおりである．























































3F14-B-16A200 3 200 3
　注 1：添板・母材の鋼種はすべて SM490A
　注 2：添板の下地処理は黒皮除去程度のブラスト処理（母材と同一）
































　実験中のボルト張力 Nbは，ボルトの軸歪 f bより換算する．ボルト検定試験の結果，次式によりボ
ルト張力 Nbを算定する．
F10T M22 首下長さ 90mm・・・Nb = 0.07053#fb  (6.1a)
F14T M22 首下長さ 85mm・・・Nb = 0.07776#fb  (6.1b)
F14T M22 首下長さ 95mm・・・Nb = 0.07331#fb  (6.1c)
F14T M22 首下長さ 100mm・・・Nb = 0.07286#fb  (6.1d)
F14T M22 首下長さ 105mm・・・Nb = 0.07280#fb  (6.1e)
(b)  初期張力の導入
　初期張力 N0は，標準ボルト張力の± 5%に収まるように導入する．F14T M22の場合，313～
345kN，F10T M22の場合，215～ 237kNである．
(c)  すべり試験時の計測
・ 荷重 F (kN)：2000kN万能試験機の計測値を用いる．
・ すべり u (mm)：図 6.1に示すように，母材の端部から 25mmの位置の●間の相対変位をすべ
りと定義する．
・ ボルト張力 Nb (kN)：(6.1)式により算定する．












25.6 177 391 101（100）
20.4～ 27.6 171～ 213 253～ 321 194～ 208（200）
24.6～ 24.7 171～ 219 213～ 325 290～ 318（300）
29.4 122 298 391～ 428（400）
ガスフレーム 12.4 103 116 209（200）
母材
ブラスト 6.4～ 8.3 54.8～ 65.5 69.6～ 84.3 -














　図 6.2に荷重 F-すべり u関係の一例を示す．F-u関係は，u=0.3mm前後で Fがピークを示す
場合と，Fに明瞭なピークが表れずにボルトが支圧に移行して荷重が上昇する場合の 2種類に大別で
きる．後者の場合，表 6.4～ 6.6の usを (-)で示し，Fsにはボルト支圧開始時の Fを用いている．表 6.4
～ 6.6より F-u関係にピークが表れる場合と表れない場合で Fsに大きな差は認められない．
(4)  0.2mm 時すべり係数，すべり係数，摩擦係数の比較
　実験パラメータが 0.2mm時すべり係数 0.2ns，すべり係数 ns，摩擦係数 nfに及ぼす影響を検討する．
(a)  溶射皮膜厚の影響




　図 6.4に添板厚と 0.2ns，ns，nfの関係を示す．添板が厚いほど 0.2ns，ns，nfは大きくなることがわかる．
(c)  ボルト張力（ボルトの種類）の影響
　図 6.5にボルト張力と n s，n fの関係を示す．図 6.5(a)は初期ボルト張力 N0，図 6.5(b)はピーク荷
重時のボルト張力 Nsを横軸にとっている．図 6.5(a)より N0が小さい（すなわち，F10Tと F14Tで



















0 0.2 0.4 0.6 0.8 1
F [kN]
u [mm]
図 6.2　荷重 F-すべり u関係









試験体 0.2ns ns nf




1F14-B-16A100-1 0.62 0.64 0.69 398 413 321 293 0.91 0.37 0.24
1F14-B-16A100-2 0.63 0.65 0.73 421 438 336 302 0.90 0.37 0.94
平均値 0.62 0.65 0.71 410 426 329 298 0.91 0.37
1F14-B-16A200-1 - 0.71 0.80 431 445 321 278 0.89 - -
1F14-B-16A200-2 0.78 0.82 0.94 502 522 320 278 0.87 0.35 0.97
1F14-B-16A200-3 0.73 0.76 0.87 481 503 331 290 0.87 0.38 1.13
1F14-B-16A200-4 0.74 0.77 0.89 498 518 335 291 0.87 0.35 0.87
1F14-B-16A200-5 0.77 0.80 0.92 507 530 331 289 0.87 0.35 0.38
平均値 0.76 0.77 0.88 484 504 328 285 0.88 0.36
1F14-B-16A300-1 0.84 0.87 1.02 544 562 324 277 0.85 0.31 0.37
1F14-B-16A300-2 0.78 0.81 0.94 526 545 338 289 0.85 0.34 0.95
平均値 0.81 0.84 0.98 535 554 331 283 0.85 0.33
1F14-B-16A400-1 0.91 0.96 1.12 576 607 317 257 0.81 0.33 0.79
1F14-B-16A400-2 0.93 0.99 1.15 620 661 333 269 0.81 0.34 0.98
平均値 0.91 0.98 1.14 598 634 325 263 0.81 0.34
1F14-B-16G200-1 0.74 0.79 0.89 470 506 319 286 0.90 - 1.00
1F14-B-16G200-2 0.70 0.76 0.88 449 489 323 293 0.91 - 0.63
1F14-B-16G200-3 0.69 0.77 0.86 440 489 319 285 0.89 1.08 1.17
1F14-B-16G200-4 0.77 0.81 0.92 497 528 324 287 0.89 - 0.51
1F14-B-16G200-5 0.70 0.75 0.84 470 508 337 302 0.90 - 0.60
平均値 0.72 0.78 0.88 465 504 324 291 0.90 1.08
1F14-B-12A200-1 0.64 0.69 0.81 423 454 331 280 0.85 0.51 1.06
1F14-B-12A200-2 0.67 0.70 0.83 437 456 325 277 0.85 0.36 0.75
1F14-B-12A200-3 0.65 0.68 0.80 435 459 335 288 0.86 0.43 0.93
平均値 0.65 0.69 0.81 432 456 330 282 0.85 0.44
1F14-B-12A300-1 0.74 0.77 0.92 489 509 329 276 0.84 0.33 0.93
1F14-B-12A300-2 0.72 0.77 0.95 448 483 313 255 0.81 - 0.43
平均値 0.73 0.77 0.94 469 496 321 266 0.83 0.33
1F14-B-22A200-1 0.89 0.90 1.01 576 579 322 286 0.89 0.24 1.09
1F14-B-22A200-2 0.83 0.84 0.96 532 538 320 282 0.88 0.25 0.96
1F14-B-22A200-3 0.98 0.99 1.12 619 623 315 278 0.88 0.24 0.93
平均値 0.90 0.91 1.03 576 580 319 282 0.88 0.24
1F14-R-16A200-1 0.66 0.68 0.77 449 462 342 300 0.88 0.35 0.60
1F14-R-16A200-2 0.71 0.75 0.84 436 460 309 274 0.89 - 0.39
平均値 0.68 0.71 0.81 443 461 326 287 0.88 0.35
1F10-B-16A200-1 0.83 0.83 0.98 355 357 214 183 0.85 0.25 0.68
1F10-B-16A200-2 0.81 0.82 0.98 361 366 222 188 0.84 0.28 0.93
平均値 0.82 0.83 0.98 358 362 218 186 0.85 0.26
1F10-B-16A300-1 0.93 0.93 1.11 399 399 214 179 0.84 0.20 1.21
1F10-B-16A300-2 0.93 0.93 1.12 414 415 223 186 0.83 0.22 1.22
平均値 0.93 0.93 1.11 407 407 219 183 0.84 0.21
1F10-B-16A400-1 0.92 0.93 1.16 411 415 224 177 0.79 0.26 0.91
1F10-B-16A400-2 1.00 1.01 1.25 438 439 218 175 0.80 0.21 1.08






























試験体 0.2ns ns nf










3F14-B-16A200-1 0.66 0.80 0.94 1290 1550 0.45 0.92 320 314 341 279 272 278 0.87 0.87 0.82 0.85
3F14-B-16A200-2 0.63 0.77 0.92 1240 1520 0.47 0.47 331 330 320 285 285 253 0.86 0.87 0.79 0.84
3F14-B-16A200-3 0.68 0.83 0.99 1290 1590 0.49 0.53 319 315 320 271 270 258 0.85 0.86 0.81 0.84
平均値 0.66 0.80 0.95 1270 1550 0.47 323 320 327 278 276 263 0.86 0.87 0.81 0.85
【表 6.5，6.6の記号説明】






第 2ボルト 第 3ボルト
表 6.5　実験結果一覧（ボルト 2列の試験体）
試験体 0.2ns ns nf








2F14-B-16A200-1 0.69 0.82 0.96 940 1120 - 0.40 344 287 297 287 0.86 0.84 0.85
2F14-B-16A200-2 0.69 0.81 0.95 918 1070 0.43 0.52 341 322 294 269 0.86 0.84 0.85
2F14-B-16A200-3 0.68 0.81 0.95 918 1080 0.50 0.63 340 330 292 276 0.86 0.83 0.85
平均値 0.69 0.81 0.95 925 1090 0.47 342 313 294 277 0.86 0.84 0.85
2F14-B-16A300-1 0.72 0.84 1.05 950 1100 0.42 1.19 324 326 267 258 0.82 0.79 0.80
2F14-B-16A300-2 0.73 0.87 1.06 959 1130 0.44 1.29 331 322 274 257 0.83 0.80 0.81
平均値 0.73 0.85 1.06 955 1120 0.43 328 324 271 258 0.83 0.80 0.81
凡例
○：F14T M22の個別データ ◇：F10T M22の個別データ



















































































































































































される．接触圧が小さい図 6.9の領域 Bでは真実接触部で凝着が生じているものと考えられる 6.12.6.13)．









べて 2列と 3列の場合の初期剛性が低い．その結果図 6.8に示すように複数列ボルトの 0.2n sが小さく
なっている．これは添板の軸方向変形が一因と思われるが，すべりの計測位置も影響しているものと
考えられる．












































6. 2. 3　実験計画（シリーズ II）
(1)  試験体










・ 荷重 F (kN)，すべり u (mm)およびボルト張力 Nb (kN)はシリーズ Iと同じ．
・ 歪 f(%)：図 6.15(a)に示すように，母材の第 1ボルト孔位置側面の応力方向伸びをパイ形変位
計により計測する．伸びを標点距離（100mm）で除したものを歪 fと定義する．
(b)  有孔試験体
・ 歪 f (%)：図 6.15(b)に示すように，ボルト孔位置側面の応力方向の伸びをパイ形変位計によ
り計測する．伸びを標点距離（100mm）で除したものを歪 fと定義する．


































(b)  有孔試験体（PL22, SM490A）
305305






・ 歪 1 f(%)：図 6.15(c)に示すように，母材中央側面の応力方向の伸びをパイ形変位計により計
測する．伸びを標点距離（100mm）で除したものを歪 1と定義する．
・ 歪 2：図 6.15(c)に示すように，母材中央の両面における歪を計測し鋼材の応力－歪関係を得る．







　表 6.8に鋼材の機械的性質，表 6.9に実験結果一覧を示す．表 6.9の記号の定義は，表 6.4，6.5で用
いたものと同一である．
(3)  荷重−変形関係
　図 6.16に F-u関係，図 6.17にボルト接合部試験体の F-f関係を示す．試験体 2の接合部は明瞭
なピークが表れるが，試験体 1の接合部は支圧状態に移行する時期が早かったため，明瞭なピークは

























図 6.16　荷重 F-すべり u関係
表 6.9　実験結果一覧
試験体 0.2ns ns nf








ボルト接合部試験体 1 0.72 0.74 1.04 924 943 0.32 0.39 321 317 209 245 0.65 0.77 0.71
ボルト接合部試験体 2 0.70 0.72 1.06 909 936 0.39 1.34 329 320 200 240 0.61 0.75 0.68

















添板 24.7 171 213 290～ 318（300）












































表れなかった．図 6.16と図 6.17の試験体 2の比較より，すべりにより耐力が低下する間は母材の塑
性変形はあまり進行しない．
(4)  0.2mm 時すべり係数，すべり係数，摩擦係数，ピーク荷重時ボルト張力残存率の比較
　図 6.18に 0.2mm時すべり係数 0.2ns，すべり係数 ns，摩擦係数 nf，ピーク荷重時ボルト張力残存率
1Ns/1N0，2Ns/2N0を，ボルト接合部の降伏機構の違いにより比較して示す．図 6.18より得られる知見
は以下のとおりである．
1) 図 6.18(a)より，母材降伏が先行する場合も 0.2nsは 0.7程度を示す．
2) 図 6.18(a)，(c)より，ボルト接合部の降伏機構の違いが 0.2ns，nfに与える影響は小さい．

























ボルト接合部試験体 1 922 0.306 0.372























(5)  第 1 ボルト前面から添板に伝達される摩擦力
　文献 6.9)によれば，高力ボルト摩擦接合部の第 1ボルト前面から添板に伝達される摩擦力は
2c f $ns$1N0で定義される．ここで，c fはすべり時に第 1ボルトが負担する摩擦力2ns$1N0に対する第
1ボルト前面で母材から添板に伝達される摩擦力の割合である．
　2c f $ns$1N0は，ボルト接合部の降伏耐力 Feyとボルト孔欠損を考慮した正味断面における降伏耐力
Fnyの差に相当する．すなわち，
Fey = Fny+2c f $ns$1N0 = An$vy+2c f $ns$1N0 (6.2)
ここで，Anはボルト孔欠損部における正味断面積，vyは母材の降伏点である．
　Fey（ここでは図 6.19に示す荷重－歪関係が概ね横ばいになると判断できる 0.4%時を降伏耐力と定
義する）と表 6.8に示した降伏点を考慮した Fnyより算出した c fを表 6.10に示す．ただし，(6.2)式
におけるすべり係数 nsには，すべり先行型試験体（2F14-B-16A300）のすべり係数 nsの平均値 0.85，
およびすべり試験シリーズ Iで得られたすべり係数 n sの下限値に概ね対応する値である 0.7の 2通り
について検討した．すべり係数 0.85を用いた場合の c fは 0.275～ 0.306，すべり係数 0.7を用いた場







1.0 (g < 0.8)
1.2-0.25g (0.8 # g# 2.8)












　文献 6.9)では，すべり係数低下率 mを用いて接合部のすべり耐力 Py1を次式で与えている．




の 2通りについて計算した．n 0=0.73はボルト 2列試験体（シリーズ I，300nm）の 0.2n sの平均値，
n0=0.85はボルト 2列試験体（シリーズ I，300nm）の nsの平均値に対応する値である．表 6.11より，
n0=0.73とした場合の Py1と本シリーズのすべり耐力実験値 0.2Fsの比は 0.95～ 0.99，n0=0.85とした




m$n$n0$N0 An$vy g m Py1
0.2Fs






1.23 0.89 880 0.95 1085
755
1.44 0.84 999 1.06
ボルト接合
部試験体 2
948 1.26 0.89 896 0.99 1103 1.46 0.84 1013 1.08
－ 96 －
































1 1F14-B-16A300 1× 1 B 22 16 9
標準×2，リラク×2，（浸水+リラク）×2，
傷有× 2，油汚れ× 1
2 1F14-BR-16A300 1× 1 B+R 22 16 2 母材赤錆発生は薬剤塗布による
3 1F14-G-16A300 1× 1 G 22 16 2
4 1F14-GR-16A300 1× 1 G+R 22 16 2
5 2F14-B-16A300 1× 2 B 22 16 2 ゲージは 70mm
6 3F14-B-22A300 3× 1 B 36 22 2
7 4F14-B-22A300 4× 1 B 36 22 2
8 3F14-B-22A300G0.5 3× 1 B 36, 35.5 22 2 肌すき 0.5mmフィラーなし
9 1F14-B-22A300G1.0 1× 1 B 36, 35 22 2 肌すき 1.0mmフィラーなし
10 3F14-B-22A300G1.0 3× 1 B 36, 35 22 2 肌すき 1.0mmフィラーなし
11 1F14-B-22A300G4.0F 1× 1 B 36, 32 22 2 板厚差 4.0mmフィラー（t=4mm）あり
・ 母材側摩擦面処理　B：ブラスト，G：自動グラインダー，R：赤錆（薬剤塗布による）
































(a)  1F14-※-16A300（※は B，BR，G，GR）
(b)  1F14-B-22A300G4.0F
(c)  2F14-B-16A300












幅 200mm 幅 300m
2× 2 1674 34 21
3× 2 2512 51 35












　実験中のボルト張力 Nbは，ボルトの軸歪 f bより換算する．ボルト検定試験の結果，次式によりボ
ルト張力 Nbを算定する．
首下長さ 95mm・・・Nb = 0.07297#fb  (6.6a)






























計測開始→締付け→ 5秒刻み× 60回（5分）→ 1分刻み× 25回（30分）→ 30分刻み× 1回（1時間）
→ 1時間刻み× 23（1日）→ 6時間刻み× 116回（30日）




・ すべり u（mm）：添板と母材のずれをすべりと定義する．ボルト（1× 1，1× 2）について















布する傾向を示した（図 6.21，表 6.14）．平均値は 375nm，変動係数は 0.071である．各ボルト孔に




部材 算術平均粗さ 十点平均粗さ 最大高さ 溶射皮膜厚
添板 24.6～ 26.3 178～ 198 208～ 281 315～ 426
母材
ブラスト 7.9～ 8.5 57.2～ 61.4 68.8～ 74.7 -
ブラスト+赤錆 8.9～ 9.6 73.9～ 74.9 102～ 120 -
フィラー
ブラスト面 8.0～ 8.1 60.4～ 61.3 75.3～ 79.1 -



























































































試験体 0.2ns ns nf




1F14-B-16A300-1 0.86 0.92 1.03 544 580 317 255 0.81 0.34
1F14-B-16A300-2 0.88 0.93 1.11 573 603 326 271 0.83 0.32
平均値 0.87 0.93 1.07 559 592 322 263 0.82 0.31
1F14-B-16A300-3 0.95 0.97 1.18 552 565 291 239 0.82 0.29
1F14-B-16A300-4 0.96 0.99 1.21 591 609 309 252 0.82 0.31
平均値 0.96 0.98 1.20 572 587 300 246 0.82 0.30
1F14-B-16A300-5 0.93 0.96 1.06 587 601 315 288 0.92 0.26
1F14-B-16A300-6 0.96 0.98 1.16 598 613 313 263 0.84 0.26
平均値 0.95 0.97 1.11 593 607 314 276 0.88 0.26
1F14-B-16A300-7 0.89 0.94 1.13 559 588 314 261 0.83 0.33
1F14-B-16A300-8 0.86 0.90 1.09 552 583 322 267 0.83 0.37
平均値 0.88 0.92 1.11 556 586 318 264 0.83 0.35
1F14-B-16A300-9 0.88 0.90 1.09 558 570 316 261 0.83 0.26
1F14-BR-16A300-1 0.83 0.84 1.00 526 532 315 265 0.84 0.26
1F14-BR-16A300-2 0.92 0.95 1.16 576 593 312 256 0.82 0.31
平均値 0.88 0.90 1.08 551 563 314 261 0.83 0.29
1F14-G-16A300-1 0.78 0.82 1.00 504 525 322 262 0.81 0.38
1F14-G-16A300-2 0.82 0.84 1.01 528 541 324 268 0.83 0.35
平均値 0.80 0.83 1.01 516 533 323 265 0.82 0.37
1F14-GR-16A300-1 0.88 0.89 1.06 560 566 319 268 0.84 0.28
1F14-GR-16A300-2 0.79 0.80 0.94 504 505 317 269 0.85 0.20
平均値 0.84 0.85 1.00 532 536 318 269 0.85 0.24
2F14-B-16A300-1 0.80 0.91 1.11 1023 1159 319 263 0.82 0.42
2F14-B-16A300-2 0.79 0.90 1.10 1001 1142 317 260 0.82 0.46
平均値 0.80 0.91 1.11 1012 1151 318 262 0.82 0.44
1F14-B-22A300G1.0-1 0.74 0.79 0.90 471 500 317 278 0.88 0.82
1F14-B-22A300G1.0-2 0.70 0.70 0.84 439 440 315 261 0.83 0.25
平均値 0.72 0.75 0.87 455 470 316 270 0.86 0.54
1F14-B-22A300G4.0F-1 1.20 1.24 1.43 760 781 316 274 0.87 0.24
1F14-B-22A300G4.0F-2 1.24 1.34 1.54 778 850 317 277 0.87 0.60














試験体 0.2ns ns nf
















































































316 316 318 275 270 223 0.87 0.85 0.71 0.81
0.76 1449 0.32
【記号】
1N0：第 1ボルトの初期張力，2N0：第 2ボルトの初期張力，3N0：第 3ボルトの初期張力，1Ns：ピーク荷重時の第 1ボルト張力，
2Ns：ピーク荷重時の第 2ボルト張力，3Ns：ピーク荷重時の第 3ボルト張力，ボルト位置番号は下図参照
表 6.17　実験結果一覧（ボルト 4列の試験体）
試験体 0.2ns ns nf


































321 321 324 320 239 275 272 240 0.75 0.86 0.84 0.75 0.80
0.85 2180 0.38
【記号】
1N0：第 1ボルトの初期張力，2N0：第 2ボルトの初期張力，3N0：第 3ボルトの初期張力，4N0：第 4ボルトの初期張力，1Ns：ピー
ク荷重時の第 1ボルト張力，2Ns：ピーク荷重時の第 2ボルト張力，3Ns：ピーク荷重時の第 3ボルト張力，4Ns：ピーク荷重時
の第 4ボルト張力，ボルト位置番号は下図参照
第 2ボルト 第 3ボルト
第 1ボルト
第 2ボルト 第 3ボルト
























































　図 6.24にボルト列数と 0.2ns，ns，nfの関係を示す．ただし，ボルト 1列の試験体には 16mm厚の添板を，
ボルト 3，4列の試験体には 22mm厚の添板を用いているため，1列と 3，4列を直接比較することに
意味はない．3列と 4列の比較より，ボルト列数が増えると 0.2n s，n s，n fは減少するものの，300nm
以上の皮膜厚で施工することで 0.7以上のすべり係数は確保できている．
　図 6.25にボルト行数と 0.2ns，ns，nfの関係を示す．ボルト行数が増えると 0.2nsは減少するが，ns，
nfはほとんど変わらない．
図 6.24　ボルト列数の影響
(a)  0.2mm時すべり係数 (b)  すべり係数 (c)  摩擦係数
計測点②に
おける結果



























































　図 6.26にボルト 3列の試験体について肌すきと 0.2n s，n s，n fの関係を示す．表 6.18に肌すきの実
測値を示す．肌すき 0.5mmの場合で目標値の 7割程度，肌すき 1.0mmの場合で目標値の 9割前後であっ
た．図 6.23より肌すきが大きいほど 0.2n s，n s，n fは下がることがわかる．また表 6.15のすべり耐力
0.2Fs，Fsについて見ると，肌すきなしの場合のすべり耐力を 100%とすると，肌すき 0.5mmの場合で
10%程度，肌すき 1.0mmの場合で 20%程度低下することがわかる．
　図 6.27に肌すき 1.0mmの試験体を対象として，ボルト列数と 0.2n s，n s，n fの関係を示す．ボルト
1列の結果がばらついているのは，肌すきの実測値に 0.2mm程度の差（表 6.18参照）が生じたため
であると思われる．肌すき 1.0mmの場合の 0.2n sはボルト列数の影響をあまり受けていないこと（図
6.27）がわかる．これは，肌すきがゼロの場合の 0.2nsはボルト列数が多いほど低いこと（図 6.14，6.24），
および肌すきの影響はボルト列数が少ないほど大きいことの 2点が影響しているものと考えられる．












































































た値），横軸はボルト締付後の経過時間であり，図 6.29(a)が締付後 1時間，図 6.29(b)が締付後 1日，
図 6.29(c)が締付後 1ヶ月のデータを示している．凡例中，No.1，2はリラク試験体，No.3，4は（浸
水+リラク）試験体である．両者に有意差はない．1時間経過後で 1%未満の張力低下（図 6.29(a)），
1日経過後で 1.4～ 1.8%程度の張力低下を示している（図 6.29(b)）．図 6.29(c)より，1週間も経過す
ればボルト張力残存率はほぼ一定値（残存率 98%前後）に収束するようである．文献 6.14)では，赤





















































































































(a)  0.2mm時すべり係数 (b)  すべり係数 (c)  摩擦係数
図 6.30　リラクゼーションの影響

























































(a)  ボルト張力残存率－経過時間 (minute)関係
（締付後，1時間分のデータ）
(b)  ボルト張力残存率－経過時間 (hour)関係
（締付後，1日分のデータ）

























































試験の結果も併記している．なお，シリーズ IIIでは，溶射皮膜厚が 315～ 426nmの範囲に分布して










































16 12 16 16～22 - 16 16～22 16 22 16
200
nm























































































































































































































































母集団の条件 最大値 最小値 平均値 変動係数
300nm以上（母材降伏・肌すき除く） 1.01 0.77 0.91 0.072
300nm以上 1.01 0.70 0.89 0.090
200nm 0.99 0.68 0.79 0.085
ボルト 1列 1.01 0.64 0.84 0.123
ボルト 2列以上 0.96 0.72 0.84 0.074







































































最大 最小 平均 目標値
母材 75 55 64 75以上
添板 65 53 61 75以上
表A6.2　溶射法ごとの施工条件および溶射皮膜の物理的特性
項目 母材・添板 ガスフレーム 高速ガスフレーム アーク プラズマ
Al成分 99.81% 99.11% 99.82% 99.11%











最大高さ粗さ 表A6.1参照 184 178 228 143
硬さ *1 (N/mm2) 194 42.5 45.1 46.0 40.2
引張強さ (N/mm2)
（硬さ換算値）













目標値 最大 最小 平均
100 112 99 108
200 228 222 226







































































































17 75 400nm 75nmRz 1 0.96
－ 114 －
6. 1. 4　実験結果















37.5 75 105 150 250 300 350
ガスフレーム
1 1.01 0.90 0.82 0.71 0.52 0.51 0.44
2 1.08 0.98 0.92 0.73 0.54 0.48 0.42
3 1.08 0.86 0.81 0.71 0.54 0.52 0.43
高速ガスフレーム
1 0.91 0.83 0.85 0.64 0.44 0.38 0.34
2 0.92 0.90 0.89 0.64 0.44 0.39 0.36
3 0.90 0.89 0.75 0.67 0.44 0.36 0.33
アーク
1 1.08 0.91 0.79 0.80 0.62 0.55 0.51
2 1.11 0.91 0.77 0.75 0.65 0.56 0.53
3 1.07 0.84 0.89 0.78 0.63 0.56 0.51
プラズマ
1 1.02 0.91 0.76 0.63 0.48 0.39 0.40
2 0.98 0.91 0.85 0.67 0.50 0.46 0.40

















































































　試験体一覧を表 7.1，試験体の形状を図 7.1～ 7.3，外ダイアフラム詳細を図 7.4に示す．試験体数
は 4体であり，いずれもト字形部分架構とした．No.1試験体（図 7.1の右側）を基本試験体とする．









































































BH-400× 200× 9× 12, SN490B BH-400× 200× 9× 12, SN400B
□-250× 250× 12, BCR295
梁の孔欠損部
図 7.1　No.1試験体と No.2試験体













BH-400× 200× 9× 12, SN400B













BH-400× 200× 9× 12, SN400B

































































献 7.1)にしたがって設計した．使用ボルトはすべて F14T M16である．
　No.1，3，4の外ダイアフラム詳細は，次式を満足するように決定している．
jMy $ bMy (7.1)
ここで，jMyは外ダイアフラムの降伏曲げ耐力，bMyは梁の全断面の降伏モーメントである．jMyは次
式で算定される．






jMu $ a bM p (7.3)
ここで，jMuは外ダイアフラムの最大曲げ耐力，bMpは梁の全断面の全塑性モーメント，aは接合部係
数（本試験体の場合 1.25 7.1)）である．jMuは次式で算定される．













kNm kNm kNm kNm kNm kNm
No.1 281 227 266 336 409 301 1.06 1.36
No.2 237 313 367 336 343 416 0.65 0.82
No.3 296 227 266 326 433 301 1.11 1.44
No.4 281 227 266 336 409 301 1.06 1.36
【記号】 bMye	： ボルト孔欠損を考慮した梁の降伏モーメント  





する．層間変形角制御（図 7.6）により，図 7.5の右方向を正側として弾性載荷，± 0.01～± 0.04rad
の振幅を 0.01rad刻みで各 2サイクルずつ載荷した後，0.1rad程度まで押し切ることとした．

































図 7.5　載荷装置 図 7.6　計測項目と定義
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kNm kNm kNm kNm kNm kNm
No.1 327 269 316 409 445 346 1.03 1.29
No.2 278 344 403 409 373 442 0.69 0.84
No.3 348 269 316 419 476 346 1.10 1.38
No.4 327 269 316 409 445 346 1.03 1.29
【記号】 Mslip	： すべり試験結果を用いて算出，初期ボルト張力は設計用ボルト張力 155kNを仮定
表 7.4　鋼材の機械的性質
部位 鋼種
板厚 降伏点 引張強さ 降伏比 破断伸び
mm N/mm2 N/mm2 % %
外ダイアフラム
梁フランジ
SN490B 12.2 348 518 67 27
角形鋼管柱 BCR295 12.0 387 444 87 42
梁フランジ SN400B 12.2 274 415 66 30
梁ウェブ
SN400B 9.0 287 426 67 32






0.2ns ns 0.2ns ns
n-1 0.84 0.86 0.56 0.59
n-2 0.86 0.89 0.60 0.65









　図 7.8に各試験体の荷重 Qjack－層間変形角 R関係を示す．

































































(a)  柱 (b)  接合部パネル






































































(a)  No.1 (b)  No.2
(c)  No.3 (d)  No.4
－ 125 －
(3)  接合部のすべり挙動
　図 7.11(a)に梁端モーメントMbjとフランジ添板－外ダイアフラム間のすべりによる回転角 i sdの関
係，図 7.11(b)に梁端モーメントMbjと梁フランジ－添板間のすべりによる回転角 i sbの関係を示す．
いずれの試験体も同様な挙動が認められたので，ここでは No.1についてのみ示している．挙動は剛
塑性に近い性状であり，振幅の増加とともに支圧変形も含まれることになる．0.04rad振幅までの結
果から isdは概ね 0.01～ 0.015rad程度であり，isbは 0.03rad振幅で 0.01～ 0.015rad，0.04rad振幅で
0.015～ 0.02rad程度を示している．以上より接合部のすべり（支圧も含む）による回転角（isd+isb）
は 0.03rad振幅において 0.02rad程度，0.04rad振幅において 0.03rad程度を示すことがわかった．図 7.12
に No.1の梁端モーメントMbjと接合部局部回転角 i j（図 7.6）の関係を示す．これより 0.04rad振幅



















No.1 0.68 0.88 0.77
No.2 0.77 0.88 0.88
No.3 0.56 0.62 0.90






























合として算出した弾性剛性である．ただし，文献 7.2)では外ダイアフラムせい hd/Dの適用範囲を 0.0
～ 0.133としているため，本実験の場合は適用範囲外である．局部変形を無視した calKbでは実験結果




































(a)  No.1 (b)  No.2 (c)  No.3


























tMye = bMye+nsmnrN0c (Db-tbf) (7.7)














No.1 327 312 348 445 371 280 1.11
No.2 278 399 445 373 342 286 0.97
No.3 348 333 370 476 397 341 0.98
No.4 327 312 348 445 397 276 1.13


















　試験体一覧を表 7.8に，試験体を図 7.14，7.15，外ダイアフラム詳細を図 7.16に示す．試験体数は
8体である．各試験体に用いる梁，柱，外ダイアフラムの鋼種はA-1～A-4および B-1～ B-3
試験体で共通であり，それぞれ溶接組立 H形断面材（BH-550× 200× 12× 19，SN490B），冷間ロー
ル成形角形鋼管（□-350× 350× 16，BCR295），平鋼（PL-19，SN490B）である．C-1試験体























































































































































































































































tMye = bMye+nsmnrN0c (Db-tbf) (7.7)
ここで，Lb：梁長さ（柱芯－載荷点間距離），bMye：梁の第 1ボルト位置（図 7.14参照）における降
伏曲げモーメント（ボルト孔欠損考慮），N0：設計ボルト張力（242kN），Db：梁せい（550mm），tbf：










(a)  A-1, A-2 (ボルト孔無し )
B-1, 2 (CFT)




































jMu $ a$ Lb-D/2-a-c1-e1-(n-1) p
Lb-D/2
$bM pe (7.8)
ここで，bMpeは梁の第 1ボルト孔欠損部の全塑性モーメントである．また，接合部係数 aには 1.25
を用いた．

















板厚 降伏点 引張強さ 破断伸び 降伏比
適用試験体
mm2 N/mm2 N/mm2 % %
梁フランジ
外ダイアフラム
SN490B 18.9 346 516 28 67 A，Bシリーズ
梁フランジ SN490B 21.7 348 532 29 65 C-1
梁ウェブ SN490B 12.1 363 524 26 69 A，Bシリーズ
梁ウェブ SN490B 11.7 404 543 27 74 C-1
角形鋼管柱 BCR295 16.1 389 466 42 83 A，Bシリーズ
角形鋼管柱 BCR295 16.2 363 453 45 80 C-1
外ダイアフラム SN490B 22.0 360 520 30 69 C-1
*1・・・角形鋼管：0.2%オフセット耐力，その他：下降伏点
表 7.9(b)　コンクリートの材料試験結果（Fc30）
圧縮強度 割裂引張強度 ヤング係数 ポアソン比
N/mm2 N/mm2 N/mm2 -







* の半分程度）で正負 1回，ipで正負 1回，2ip，4ip，


















































kNm kNm kNm kNm kNm
A-1 887 - 1033 1002 -
1071
1470 1203












B-2 889 1002 1016
B-3 - 1002 - 639 896

































































図 7.18　載荷装置 図 7.19　計測項目と定義
(b)  bM pe






示す．すべり係数の実験結果を表 7.11に示す．表より 0.2mm時すべり係数 0.2n sとすべり係数 n sは
ボルト 3列の方が小さい．以下，すべり耐力の検討には nsを用いることとする．C-1試験体の場合，






























0.2ns ns 0.2ns ns
n1-1 0.87 0.88 1.04 1.04
n1-2 0.82 0.82 0.82 0.82
n1-3 - - 0.83 0.83
平均 0.85 0.85 0.90 0.90→ 0.82*2
3列 0.2ns 0.2ns,pi
*1 ns
n3-1 0.66 0.71 0.77
n3-2 0.71 0.71 0.79












　図 7.22～ 7.24に，梁端モーメントMbjと梁回転角 ibjの関係を示す．図 7.22は 2ip振幅まで，図 7.23
は 4ip振幅まで，図 7.24は載荷終了までを示している．Mbjと ibjの定義は図 7.19に示すとおりである．














(b)  A-2（図 7.22(b)，7.23(b)，7.24(b)）
　2ip振幅までの挙動はA-1とほぼ同じである．A-2はフランジ接合部でのすべりが生じないため，














(d)   A-4（図 7.22(d)，7.23(d)，7.24(d)）







(e)  B-1（図 7.22(e)，7.23(e)，7.24(e)）



































































































































































































































































































































(a)  梁第 1ボルト孔欠損部の
塑性変形によるくびれ










































(2)  梁端モーメント - 梁回転角関係骨格曲線，弾性剛性，耐力
　図 7.25に梁端モーメントMbj-梁回転角 i bj関係骨格曲線を示す．各骨格曲線には，弾性剛性計算
























(f)  B-2(e)  B-1(d)  A-4

















calMy = min {bMy
* , b
tMye
* , bM pe
* , bM p
* , jMy , Mslip
* } (7.10)
calMyは表 7.10のグレーのハッチで示す値に対応している．なお，図 7.25において，例えば jMyが
calMyに一致する場合は，▼印はプロットしないこととした．
(a)  弾性剛性

































Kexp Kcal expMy (+) expMy (-) expMmax calMy bM pe
*  or bM p
*
A-1 125000 129000 1.03 992 -942 1559 ↑ 1002 1002 1.04 1.56↑
A-2 112000 129000 1.15 975 -962 1427 989 1096 1.02 1.30
A-3 112000 129000 1.15 773 -745 1231 639 1002 0.84 1.23
A-4 121000 129000 1.07 905 -855 1598 ↑ 867 1002 0.99 1.59↑
B-1 131000 129000 0.98 1131 -1020 1869 ↑ 1002 1002 0.93 1.87↑
B-2 117000 114000 0.97 1014 -940 1333 889 1002 0.91 1.33
B-3 119000 129000 1.09 949 -955 1592 639 1002 0.67 1.59








図 7.28に耐力の変数別比較を示す．図 7.27の○印は弾性剛性実験値 Kexp，●印は弾性剛性計算値 Kcal


























(d)  中空と CFTの比較（中柱）
(c)  CFT試験体の比較









































































































(a)  中空 (b)  充填 (c)  中柱 (d)  偏心 (e)  中柱













(c)  中柱 (d)  偏心 (e)  中柱
図 7.29　梁，局部変形，すべりの比較
(a)  A-1


























































































































































1) 弾性載荷時の結果より，中空柱の場合，局部変形は 2～ 3割程度，CFT柱の場合，2割弱を
占めている．
2) A-2（溶接接合）の局部変形は，2ip振幅以降では 3～ 4割を占めている．
3) 高力ボルト接合タイプの試験体では，2i p振幅以降の塑性振幅時においてすべりの影響を受け
るが，その程度は試験体によって異なる．A-1（中空，中柱）の場合，2ip～ 4ip振幅で徐々








































































* / jMy）によって，すべり i slipが急増する時期も様々である．








* / jMy =1.05でありすべりの影響が 2ip振幅で顕著に現
れた（図 7.22(e)参照）．B-1のすべりの時期がA-1に比べて早まった原因として，同一振幅（2ip）
で載荷した場合に，A-1に比べて剛性が高いために i bj=2i pにおける荷重が大きくなったことが挙
















(p)! ：図 7.32に示す各サイクルにおける梁回転角の塑性変形成分の累積値， Wi! ：Mbj

















試験体 h hE hE/h
A-1 128↑ 105 ↑ 0.83
A-2 49.2 48.0 0.98
A-3 106 88.0 0.83
A-4 131 ↑ 112 ↑ 0.85
B-1 134 ↑ 113 ↑ 0.84
B-2 107 88.2 0.83
B-3 131 108 0.82

































































































シリーズ，図 7.38には Bシリーズの結果を示している．図 7.37，7.38の (a)～ (e)は各載荷振幅ピー
ク時の結果を表す．図 7.37，7.38より得られる知見を以下に列挙する．
1) 歪は鋼管角部付近に集中し，鋼管中央付近では 6ipに到るまで非常に小さい（図 7.37，図 7.38）．
2) 中空の場合，引張時の歪と圧縮時の歪はほぼ対称に生じている（図 7.37）．












































































































































































































(a) 弾性 (b) ip (c) 2ip
(d) 4ip (e) 6ip
(a) 弾性 (b) ip (c) 2ip







50 10050 100 5020
d1d2 d9d8d7d6d5d4d3d1d2 d5d3 d1d2 d9d8d7d5d3
偏心側反偏心側 外側内側
(a)  中柱 (b)  偏心・外柱 (c)  無偏心・外柱
－ 151 －











　図 7.40に接合部パネルのせん断力 Qpと最大せん断歪 c pの関係を示す．c pは，接合部パネルの中
央に貼付した 3軸歪ゲージより算出した．図 7.40(a)より，A-1は多少の塑性化（6ipのピーク時で 0.4%








図 7.40　パネルせん断力 Qp－最大せん断歪 cp関係



























































































































































3 {1+a 2 4 (x+t/2-b) 2}
4 (x+t/2)






					 jP y =










					 jP y =
3 {1+a 2/4 (x+t/2-b) 2}
2 (x+t/2)$ (1+re)






















































































3 {1+a 2 4 (x *+t/2-b) 2}
4 (x *+t/2)







3 {1+a 2/4 (x *+t/2-b) 2}










3 {1+a 2/4 (x *+t/2-b) 2}
2 (x *+t/2)$ (1+re)


























jMu = (Dd-t d)$ jPu	 (8.14)
記号（図 8.2参照）
jPu	 ：外ダイアフラムの最大引張（圧縮）耐力であり，(8.15)式による．









jPu1 = (Ants+Ant)vdu	 (8.16a)
jPu2 = (Ant+0.5Ans)vdu	 (8.16b)
jPu3 = 0.5Ansvdu	 (8.16c)








































Ants= {ed+(n-1) p+ 2
Bd-g
-2d}$t d　　（中柱の場合）	 (8.17a)















1+3tan2iof p $d H$t d　　　（外柱の場合）	 (8.17b)
Ant = (g-d) t d	 (8.17c)
Ans=ms{(n-1) p+ed} t d 	 (8.17d)
























































































溶接接合の場合　　　　 jMu $ a bM p
*
	 (8.25a)



































降伏耐力用　Q j = Lb/2-D/2-a-c1/2
bMy
+QL 	 (8.27a)













両面隅肉溶接の場合　s= g$t d 	 (8.28a)







2 {a 2+4 (x *+t/2-b) 2}




















2-2 6 dvwpy$dSwp1 	 (8.31a)
dswp2 = 2dvwpu
advwpu- (advwpu)







































板厚 twpの 0.7倍とする方法が慣用的であるため，ここでは (8.33)式により溶接脚長 cswpを与えること
する．































































































































jMu $ a bM p



















8. 3. 1　【例題 1】外ダイアフラムと梁フランジを溶接接合，ウェブプレートと梁ウェブを高力ボルト
　　　接合とする場合（中柱を対象として）


















　・梁の断面 2次モーメント：I0＝ 75600× 10
4mm4

































dswp =max {3.1, 8.0} = 8.0" dswp = 8mm
7)		柱－ウェブプレート間の必要溶接脚長 cswpの算定
　(8.33)式より，
cswp = 0.7#11 = 7.7" cswp = 8mm
8)		ウェブ高力ボルト摩擦接合部の検討


































8. 3. 2　【例題 2】外ダイアフラムと梁フランジ，およびウェブプレートと梁ウェブを高力ボルト接合
　　　とする場合（中柱を対象として）

























　・梁の断面 2次モーメント：I0＝ 100000× 10
4mm4
































s= 0.81#0.79#25 = 15.9" s= 16mm
7)		外ダイアフラム－ウェブプレート間の必要溶接脚長 dswpの算定
　溶接金属の材料強度を母材（外ダイアフラム，ウェブプレート）と同一とすると，(8.30)式より，
dswp =max {3.1, 7.4} = 7.4" dswp = 8mm
8)		柱－ウェブプレート間の必要溶接脚長 cswpの算定
　(8.33)式より，
cswp = 0.7#12 = 8.4" cswp = 9mm	
　図 8.7に設計した接合部詳細を示す．
－	168	－
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　図 8.11および図 8.12にいくつかのパラメータについて耐力算定結果の例を示す．図の縦軸は 45°
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fwqu2 = 0.764s2vu	 (A8.3)
　(A8.1)式を異形隅肉溶接脚長 s2で表記すると次式となる．
fwqu1 = 0.516s1vu = 0.516# 0.81
s2

































2)	 柱フェイス位置の曲げモーメントがa bM p
*に達しても，隅肉溶接部が破断しない（図A8.4）．















fsM1 = 1-0.4$ I0
Iwf p $M1	 (A8.7a)

























2-2 6 dvwpy$dSwp1 	 (A8.11)
















bM fp = bZ fp$vby	 (A8.14a)




















































wsM1 = 0.4$ I0
Iw
$M1
































































































































































































B0, B1, B2 ： xの近似展開で使用した記号（付 2.3）
b ： 梁フランジ縁から鋼管角部までの距離



















Fbu ： 梁の引張強さ（第 8章設計例）
Fby ： 梁の降伏強さ（第 8章設計例）
Fcu ： 柱の引張強さ（第 8章設計例）
Fcy ： 柱の降伏強さ（第 8章設計例）
－ 182 －
Fdu ： ダイアフラムの引張強さ（第 8章設計例）























Ib，I0 ： 梁の断面 2次モーメント
Ibw，Iw ： ウェブの断面 2次モーメント
Kcal，calKb ： 外ダイアフラムの存在領域を梁と同一断面，および梁端接合条件を剛接と仮定して
算定した弾性剛性計算値（曲げ変形，せん断変形を考慮）
Kexp ： 弾性剛性実験値．弾性載荷の± peakまでのデータから最小二乗近似により得た直
線の傾き










Mslip ： すべり発生時における外ダイアフラムの第 1ボルト位置での曲げ耐力
Mslip
*  ： Mslipを柱フェイス位置に換算した曲げ耐力
rMslip

















*  ： 梁の第 1ボルト位置における降伏モーメント（孔欠損考慮）到達時の柱フェイス位
置換算モーメント
b
























iNs ： 第 iボルトのピーク荷重時ボルト張力（i=1～ 4）










Pfy ： 降伏領域 2(x+t/2)で負担する X方向応力の総和
Pm ： 外ダイアフラム形式柱梁接合部の最大耐力
Pm,(i) ： 無偏心外柱の崩壊機構 iに対する最大耐力（i=1，2）
Pp ： 外ダイアフラム形式柱梁接合部の崩壊荷重
Pp,(i) ： 無偏心外柱の崩壊機構 iに対する崩壊荷重（i=1，2）
Psy ： 外ダイアフラムから角形鋼管ウェブへ伝達される X方向応力の総和
Pu，Pu0 ： 外ダイアフラム形式柱梁接合部の設計用最大耐力
Pu,ap ： Puの近似式
Pu,(i) ： 無偏心外柱の崩壊機構 iに対する設計用最大耐力（i=1，2）
  無偏心外柱の崩壊機構 iに対応する偏心を考慮した設計用最大耐力（i=1，2）
Pu,(i)ap ： 無偏心外柱の崩壊機構 iに対する設計用最大耐力近似式（i=1，2）
Pui e= 0 ： 無偏心の場合の外ダイアフラムが，設計用最大耐力時に外壁と反対側で伝達する応
力和










Py,(i) ： 無偏心外柱の崩壊機構 iに対する降伏耐力（i=1，2）
  無偏心外柱の崩壊機構 iに対応する偏心を考慮した降伏耐力（i=1，2）
Py,(i)ap ： 無偏心外柱の崩壊機構 iに対する降伏耐力近似式（i=1，2）
Pyi e= 0 ： 無偏心の場合の外ダイアフラムが，降伏耐力時に外壁と反対側で伝達する応力和













expPy ： 荷重 P－変形 u関係の接線剛性が初期剛性の 1/3となるときの荷重（5章）
expPy,(0.15%) ： 0.15%オフセット耐力
expPy,(1/3) ： 荷重 P－変形 u関係の接線剛性が初期剛性の 1/3となるときの荷重（2章，3章）
FEMPy,(0.15%) ： FEM解析結果における 0.15%オフセット耐力
FEMPy,(1/3) ： FEM解析結果における 1/3接線剛性時耐力
jPu，jPu0 ： 外ダイアフラムの引張最大耐力
jPy ： 文献 1.5)，2.6)の降伏耐力式
  外ダイアフラムの引張降伏耐力










qbr ： ボルト 1本あたりのすべり耐力































uj ： 節点 jにおける X方向の変位
us ： ピーク荷重時のすべり
mu ： 三角形要素mにおける X方向の変位関数
vj ： 節点 jにおける Y方向の変位





Wi!  ： Mbj-ibj関係における履歴面積の累積値
mWin ： 領域mの応力仕事
IWd ： 領域 Iの応力仕事
IIWd ： 領域 IIの応力仕事
IIIWd ： 領域 IIIの応力仕事
IIWd,(2) ： 無偏心外柱の崩壊機構 2に対する領域 IIの応力仕事
II'Wd,(2) ： 無偏心外柱の崩壊機構 2に対する領域 II'の応力仕事
wsp
in ： フランジ内添板の幅
Xj ： 節点 jにおける X座標
x ： 鋼管フランジの降伏領域を表すパラメータ
x* ： 最大耐力時の鋼管フランジ降伏領域を表すパラメータ
x' ： 文献 1.5)，2.6)の鋼管フランジ降伏領域を表すパラメータ
xap ： xの近似式
xap
*  ： x*の近似式
Y ： 外ダイアフラムの降伏比







a12 ： 境界線①②の法線と X方向のなす角度
mai ： 一般化座標（i=1～ 6）












{ ： 境界線③④と Y方向のなす角度















0.2ns,pi ： パイ形変位計が 0.2mmに達したときのすべり係数
i ： 水平ハンチ角度



























svX ： 外ダイアフラムから角形鋼管ウェブへ伝達される X方向応力
svX
*  ： 設計用最大耐力時の svX
wpvwy ： ウェブプレートと外ダイアフラムの隅肉溶接部の溶接金属の降伏応力
IvX
*  ： 設計用最大耐力時における領域 Iの X方向応力
mxXY ： 面内せん断応力
IxXY
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